
 
 

  
 

 

   

 
 

 

 

         

 
     

 

  

 

 

   

   

 

 

  

 

 

評価要領様式２－８

令和６年度 連携研究スキームによる研究（委託研究課題）

研究成果等概要報告書

課題番号 23837899

研究テーマ名
農産物・食品の輸出制限的措置による世界の食料需給・貿易構造及び

フードセキュリティへの影響に関する研究

委託研究課題名
農産物・食品の輸出制限的措置が先進国とグローバルサウスの食料需

給・貿易構造に及ぼす影響に関する研究

研究実施期間（西暦） ２０２３年度 ～ ２０２５年度（３年間）

代表機関・研究開発責

任者
国立大学法人 筑波大学 教授 柏木 健一

１ 研究の進捗状況等

近年の農産物・食品の輸出制限的措置の誘発要因を分析し、同措置が食料需
給と貿易構造に与えた影響を、以下４つの研究項目から分析した。特に、食料輸
出規制の類型や発動期間を精査し、WTO 協定違反にあたる輸出規制を特定する
とともに、輸出規制は価格伝達を通じて、食料輸入国の価格上昇をもたらし、食料
不安や政治的不安定化をもたらすという実証的エビデンスを導いた。一方、世界
最大の食料輸出国・食料支援拠出国である米国で、バイオ燃料への転換を踏ま
えたトウモロコシ生産増が世界の食料需給に長期的影響を与えていること、また、
食料価格高騰によって栄養不足人口が増加し、WFP による食料支援の必要性が
高まっている中、米国内でも食料支援の需要が増加していることを明らかにし、近
年の世界的食料価格高騰がフードセキュリティに及ぼす影響を評価する上で、複
層的かつ多角的視点が重要であることを提起した。

① 輸出制限的措置の誘発要因分析と>WTO 農業協定の考察

2005年から2015年をカバーした食料輸出規制のデータベース[He>(2022)>Agri>
Econ]を用い、食料輸出規制の類型、対象品目、発動期間等を整理し、中国に
よる鉱物資源の輸出数量制限を>WTO 協定違反と認定した>WTO 紛争解決報告
書に依拠して、WTO 協定に違反しうる食料輸出規制の発動期間を>1 年以上に
設定し、これに該当する食料輸出規制が 66％を占めることを明らかにした。ま
た、2007 年から>2024 年をカバーした>OECD の食料輸出規制データベース（2024
年>9 月公表）を基に上記比率を更新し、WTO 協定に違反しうる食料輸出規制の
割合が>24％であることを明らかにした。

② 米国の輸出制限的措置が食料需給と貿易構造に与えた影響評価

ロシアによるウクライナ侵攻は小麦を中心に見られがちだが、米国の戦略作
物としてのトウモロコシの視点を踏まえて検討し、食料安全保障には中国を含め
た複層的な視点が必要な点が再検証された。また、増加する米国のトウモロコ
シ生産へ対応するため、安値での輸出ではなく国内にエタノール用途という新た
な市場を構築したことが長期的な需給検討により明確となった。



  

 

 

 
 

 
 

 

 

 

 
 
  

③ 輸出制限的措置が食料需給と貿易構造に与えた多角的影響評価

食料輸出規制等による世界食料価格高騰が、世界の中で最も脆弱な栄養不
足人口、WFP の実施する食料人道支援活動及び>WFP への米国等ドナー国から
の拠出額減少、さらに米国国内食料支援制度に相当する栄養支援プログラム
（SNAP）参加者に及ぼした影響を明らかにし、日本における経済的アクセス問
題への示唆を考察した。

④ 輸出制限的措置が食料輸出入国の需給構造に与えた影響評価（アジア・中
東・アフリカ諸国）

アジア諸国や中東諸国を対象に食料価格変動や輸出規制の影響について実
証分析を行い、インドやウクライナの小麦輸出不安定化がインドネシアやタイの
小麦輸入単価に影響を与え、インドの玉葱禁輸措置がネパールの玉葱価格高
騰に影響を与えたこと、中東諸国における食料価格高騰が政治的不安化をもた
らし、輸出規制は農村住民の不満増加をもたらす可能性があることが実証され
た。また、セネガルで世帯調査を行い、インドからの輸入米の価格高騰によって
食料支出が増加し、食料不安を抱える世帯が多い実態が明らかとなった。

（注１）課題番号は、 e-Rad で付与される課題 ID（8 桁）を記載すること。
（注２）全研究期間をとおしての研究全体の進捗状況を５行程度簡潔に記載してから、当該年度に

研究を実施した研究項目ごとの進捗状況を３～５行程度簡潔に記載すること。
（注３）学会発表、論文発表等成果等公表の状況を e-Rad で報告するとともに、リストを添付する

こと。
（注４）農林水産政策研究所のホームページにて公表するため、未公表データや知的財産等に関係

する事項については、十分に注意して作成すること。また、公表できる内容のみを記載する
こと。
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